
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 

 

 

8月にキャップ制上限「63万円」と修正案が出され、2024年度から「所得制限」を廃止する大阪府の私立高校学納金に関する新制度。近畿他府県

私学へ通学する高校生について、9月から大阪府
・・・

が他府県私立高校へもキャップ制参加を要請してきました。その結果が本日報道されまています。 

 

 

 上は、近畿1府4県の参加校名を挙げた、本日12月21日12:59

付の読売テレビWebニュースです。滋賀県私学は、参加校「０」。 

 記事にもあるとおり、大阪以外の私学団体は「大阪府の生徒のために、

他の生徒の授業料を使わなければならない」「私学の『多様化の芽』を摘

む」という、この制度の問題の本質が指摘されています。これは私学助成

をすすめる会事務局が、5月15日に発表した声明と同じ指摘です。 

  

 一方、右は、12月8日朝に報道された京都新聞Webニュースです。

大阪同様2024年4月からすすめられる京都府独自制度の拡充案です。

近畿圏での共通課題である「府県乗り入れ」の生徒の学費負担是正問題に

ついての動きも記しています（赤下線部）。京都府は、近畿圏他府県にも

この制度の合意を呼びかけますが、他県と合意に至らなかった場合にも、

京都府が独自に支援を行う、と発表しています。 
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2023年12月21日（木）読売テレビWebニュース 

2023年12月8日（近）京都新聞 Webニュース 

自治体間格差解消のためにも… 

国の就学支援金制度の拡充を実現しましょう 
そのために 

国向け署名を 2月中旬まで 1筆でも多く集めよう!! 


